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１． はじめに 

弊社では「高速道路における安全・安心実施計画」とし

て、路面凍結・積雪の防止・抑制、除雪等の作業（以下、

「雪氷作業」）をはじめとした冬期間の安全な交通に取り

組んできた。高速道路に設置した気象観測局や定点カメラ、

雪氷巡回などによって、気象情報や高速道路の積雪、路面

状況などのデータを収集し、集められた情報は保全・サー

ビスセンターに設置された雪氷対策の司令塔である雪氷対

策本部に集約している。また、刻々と変化する気象や降雪、

路面の状況などを、きめ細かく、リアルタイムでチェック

するために雪氷体制構築時は交通管理隊の巡回に加え、雪

氷巡回班を組織している。雪氷巡回班は定期的に高速道路

を巡回し、気象や路面の状況は勿論のこと、散布した凍結

防止剤の濃度、積雪量や雪質、標識や情報板の上に雪が積

もってそれが落雪する危険がないかなど、細部に至るまで

現場で直接確認している。その結果を、雪氷対策本部に報

告し、作業計画を立案する。 

図１に示すように、雪氷基地では、その作業計画に基づ

いて除雪や凍結防止剤散布などの作業をおこなわれる。雪

質や路面状態に合わせた迅速な作業の実現には、情報収集

のリアルタイム性の向上や経験や知見をもとに適切な計画

をすばやく導き出す必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 雪氷作業の実施フロー 

（出典：「NEXCO中日本」HP） 

しかしながら、社会的な労働力不足や熟練者の高齢化・

退職を背景に、人手不足が叫ばれており1)、将来的にはこ

れまでの通りの人員体制構築がかなわなくなることが予想

される。したがって、業務の省力化による必要人員の削減

に取り組んでいかなければならない。本論文では、雪氷車

両の省人化に向けた取り組みの一つである高度位置情報機

能を活用した投雪禁止エリア対応技術の開発について紹介

する。 

 

２．高度位置情報機能を活用した投雪禁止エリア対応 

2.1 高度位置情報機能 

高速道路で雪氷期間に実施される除雪作業に関して、

高速道路に交差・平行する一般道があるなどの理由から、

高速道路外に雪を飛ばすことのできない投雪禁止区間があ

る。その投雪禁止区間を検出し、除雪作業員に対し通知を

する、またシステムによって除雪車両のコントロールを行

うためには高精度な位置情報の検出が必要となる。従来、

弊社ではGPS（グローバル・ポジショニング・システム）

を用いた位置情報管理を行っていた。しかし、山峡地域に

ある高速道路を多く管理する弊社では、GPSから発信され

る電波を十分に受信することができず、測位精度の誤差が

数メートル～数百メートル程度誤差が生じ、雪氷作業の一

部である投雪作業を行う上で信憑性が欠けていた。そこで、

GNSS（グローバル・ナビゲーション・サテライト・システ

ム）を用いることによる位置情報の精度向上を検討した。

GNSSは米国のGPS、日本の準天頂衛星システム「みちび

き」、ロシアのGLONASS（グロナス）、欧州連合のGalileo

（ガリレオ）等の衛星測位システムの総称であり、多くの

衛星測位システムを使うことで、山峡地域においても、十

分な数の衛星からの電波を受信することが可能となり、位

置情報の誤差が数メートル程度まで向上すると推測される。

また、試験走行を行い、電波の受信が難しいトンネル坑口

付近においても測定位置の消失・経路ずれが見られるもの

の、トンネル出口から100m程度（3秒程度）走行後には屋

外での測位と同様の状態に復帰していることが分かってい

ることからも位置情報精度の向上が期待できる。 

 

図２ GNSS（参考写真） 



2.2 投雪禁止エリア対応技術 

投雪禁止エリアは投雪禁止看板を用いて始点（禁止）

と終点（解除）を表示している。 

大型車を基本とした雪氷作業車両では、乗用車以上に

広い視野で安全確認を行うなどの運転行為そのものの負

担が大きい中、投雪禁止看板を目視にて確認している。

しかし、豪雪時に投雪看板を目視で確認することは除雪

作業を行う作業員の技量に依存する部分が多く、経験の

乏しい若手作業員にとっては負担が大きいことが課題と

なっている。 

そこで、操作性の統一や負担軽減を目的とした共通操

作装置の開発に取り組んでいる。その機能の一部として、

図３で示すように車内中央設置された14インチ程度の車

内タブレット上に投雪禁止エリアを表示させ、作業員が

より安易に投雪禁止エリア内外を把握できるように改善

した。車内タブレットは通常巡回時は地図画面を表示し、

投雪禁止エリア300ｍ手前から画面が遷移し、投雪禁止エ

リア内に車両がある場合は再度画面が遷移する。タブレ

ット上での注意喚起に加え、音声ガイダンス機能も実装

している。また、車両位置情報については前項で述べた

GNSSを用いることで投雪禁止エリア内外の判断を可能と

している。よって、若手作業員に限らず熟練作業員にお

いても昨今の大雪による応援派遣時には慣れていない土

地での作業が求められる中で、投雪禁止エリア情報を提

供することは負担軽減や作業の効率化が期待できる。

（図４参照） 
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図３ 車内タブレット設置状況 

3． まとめと今後の展望 

本報文では、高度位置情報機能を活用した投雪禁止エ

リア対応を用いた雪氷車両乗務員の省力化や雪氷作業の

効率化と高度化に向けた取り組みについて紹介した。引

き続き、降雪時における実績データの蓄積を通して、シ

ステムの性能向上を図っていく。 

雪氷作業はお客様の安全な通行に直結し、地域性によ

る違いはあるものの、中日本高速道路が管理する道路全

体に共通したテーマである。今後も既存システムの改善

と新技術の導入を通して、業務の効率化や現場の課題解

決を図ることで、高速道路の安全・安心・快適性の向上

に寄与していく。 
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図４ 車内タブレット画面遷移 
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